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新型コロナウイルス感染症対策分科会（第 23 回 持ち回り開催） 

議事概要 

 

１ 日時 

令和 3 年 2 月 2 日（火） 

 

２ 出席者 

分科会長   尾身  茂  独立行政法人地域医療機能推進機構理事長 

分科会長代理 脇田 隆字 国立感染症研究所所長 

構成員    石川 晴巳 ヘルスケアコミュニケーションプランナー 

       石田 昭浩 日本労働組合総連合会副事務局長 

       磯部  哲 慶應義塾大学法科大学院教授 

今村 顕史 東京都立駒込病院感染症センター長、感染症科部長 

太田 圭洋 日本医療法人協会副会長 

大竹 文雄 大阪大学大学院経済学研究科教授 

         岡部 信彦 川崎市健康安全研究所長 

押谷  仁 東北大学大学院医学系研究科微生物学分野教授 

釜萢  敏 公益社団法人日本医師会常任理事 

河本 宏子 ANA総合研究所会長 

幸本 智彦 東京商工会議所議員 

小林慶一郎 公益財団法人東京財団政策研究所研究主幹 

清古 愛弓 全国保健所長会副会長 

舘田 一博 東邦大学微生物・感染症学講座教授 

中山ひとみ 霞ヶ関総合法律事務所弁護士 

平井 伸治 鳥取県知事 

南   砂 読売新聞東京本社常務取締役 調査研究本部長 

武藤 香織 東京大学医科学研究所公共政策研究分野教授 

 

３ 議事概要 

＜資料 緊急事態宣言下での対策の徹底・強化についての提言（案）についての意見＞ 

 

〇岡部構成員 １ページ［Ⅰ］はじめにの４ポツ３行目「医療の機能不全」の後に、

「に陥りそうな状態から早期に」という文言を追記すべき。 

  また、７ページ［Ⅱ］解除が難しいと考えられる地域（４）病床・医療従事者の

確保強化の２ポツ１行目「現在の医療提供体制の」の後に、「機能不全に陥る手前

の状態から早期に」という文言を追記すべき。 
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〇幸本構成員 意見を盛り込んでいただき、感謝している。感染封じ込めに向け、感

染拡大の要因と対策効果など、これまでの知見や科学的根拠に基づき、国と自治体

が一体となり、国民全体が突き動かされるメッセージを是非とも発信いただきたい。  

政府の要請を受け、緊急事態宣言区域１１都府県商工会議所連合会と連携し、支

援策を最大限活用し、さらなるテレワークの実施、ガイドラインの徹底などを再度

呼び掛けている。 

テレワークは、業務の切り分けが難しく、一度導入したが生産性の低下などを理

由に止めてしまったとの中小企業の声も届いている。再度の取組みを促しているが、

きめ細かな支援が必要である。 

一方、足元の感染抑制が最重要課題であることを認識し、協力している多くの企

業の経営は厳しい状況に陥っている。倒産や廃業の急増を防ぐため、必要な協力金

などの円滑な支給とともに、資金繰り支援にも万全を期していただきたい。事業継

続・雇用維持に向け、商工会議所も経営支援に全力を注いでいく。 

最後に、コロナ対応いただいている医療機関や医療従事者の皆様に改めて心から

感謝申しあげる。現在、国、自治体、医療機関などが一体となり、地域医療連携や

医療提供体制の充実・強化を進めていただいていることは大変心強い。是非とも推

進していただきたく、この際、業務アウトソーシングなど民間活力も最大限活用い

ただきたい。 

 

〇小林構成員 提言案に賛成する。加えて、２点意見を述べる。 

第一は、変異株についての水際対策の強化である。仮に国内に既に変異株が侵入

しているとしても、海外からの流入を止められれば、感染は指数関数的であるため

国内で感染を減少させる上で非常に有効である。日本人や在留資格を持つ外国人の

入国管理を、もっと強化すべきと考える。現状、英国と南アフリカからの入国者（日

本人と在留資格保持者）は、三日間の隔離と2回のPCR検査の実施が義務付けられて

いるが、それ以外の国からの入国者にはそのような措置は取られていない。変異株

の侵入を少しでも阻止するため、他の国・地域からの入国者についても英国と南ア

フリカからの入国者と同じ措置をするべきと考える。 

第二は、緊急事態宣言の解除と解除後のリバウンド防止の措置である。解除に際

しては、新規感染者数のみならず、重症者数が減って医療提供体制と保健所の余裕

が十分に回復することを重視すべきだと思う。 

解除後のリバウンド防止のため、高齢者施設や医療施設でのPCR等検査の定期的実

施や、歓楽街など蔓延が懸念される地域での面的なPCR等検査を幅広く実施すべきだ

と考える。 

さらに、改正特措法で創設された「まん延防止等重点措置」は、緊急事態宣言に
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入る前の段階の地域だけではなく、緊急事態宣言を解除された地域にも適用し、感

染リバウンドを防止するために有効に使用するべきであると考える。 

 

〇中山構成員 提言案に賛成する。その上で、２ページ［Ⅱ］解除が難しいと考えら

れる地域の１ポツ２行目「一方で」というのが、文章としてわかりにくいように思

う。ここは、「解除が難しいと考えられる地域」についての記載だから、１ポツ１

行目「解除が難しいと考えられる地域」を削除して、「緊急事態宣言発出後、一定

程度の感染者の減少の効果があったと考えられる。一方で、」とした方がわかりや

すいと思う。 

 

〇石川構成員 提言案に賛成する。 

〇石田構成員 提言案に特段意見ない。 

〇今村構成員 提言案に賛成する。 

〇磯部構成員 提言案に特段意見ない。 

〇太田構成員 提言案に賛成する。 

〇大竹構成員 提言案に特段意見ない。 

〇釜萢構成員 提言案に賛成する。 

〇河本構成員 提言案に特段意見ない。 

〇清古構成員 提言案に賛成する。 

〇平井構成員 提言案に特段意見ない。 

〇南構成員  提言案に特段意見ない。 

〇武藤構成員 提言案に特段意見ない。 

〇脇田構成員 提言案に特段意見ない。 

 

（以上の意見を踏まえ、尾身分科会長により提言の文言が確定された。） 

 

 


